
第２編第１章 海難等の動向
平成30年度交通事故の状況及び交通安全施策の現況 第２編海上交通

我が国の周辺海域において，交通安全基本計画の対象となる船舶事故隻数の推移
をみると，第２次交通安全基本計画期間（昭和51〜55年度）の年平均では3,232隻
であったものが，平成30年では2,178隻となっており，約３割減少した。
海難による死者・行方不明者の数は，第２次交通安全基本計画期間の年平均で

426人であったものが，平成30年では50人となっており，８割以上の減少となった。

近年の海難等の状況

平成30年中の海難等及び海難救助の状況
① 平成30年は，海難船舶2,178隻の中で自力入港した690隻を除いた1,488隻のうち，

1,245隻が救助され，救助率（自力入港を除く海難船舶隻数に対する救助された隻
数の割合）は84％であった。海上保安庁は，巡視船艇延べ1,915隻，航空機延べ340
機及び特殊救難隊員延べ141人を出動させ，海難船舶440隻を救助した。
② 船舶事故による死者・行方不明者数，船舶からの海中転落による死者・行方不明
者数ともに漁船によるものが最も多く，いずれも全体の64％を占めている。
③ 小型船舶の事故隻数は，1,593隻であり，前年より74隻増加した。これに伴う死
者・行方不明者数は34人であり，前年より２人増加した。
④ プレジャーボート※等の海難船舶1,061隻の中で自力入港した173隻を除いた888
隻のうち765隻が救助され，救助率は86％であった。

※プレジャーボート
スポーツ又はレクリエーションに用いられるヨット，モーターボート等の船舶の総称。
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第２編第２章 海上交通安全施策の現況
平成30年度交通事故の状況及び交通安全施策の現況 第２編海上交通

◎事故再発防止対策の徹底
旅客船等の事故が発生した場合には，事故の原因を踏まえた適切な再発防止策を策定し，運航労

務監理官による監査，指導を通じて，その対策の徹底を図っている。平成30年９月４日に台風第21
号による暴風により関西国際空港沖で錨泊していたタンカーが走錨し，空港の連絡橋に衝突する事
故が発生したことを受け，気象・海象の情報を的確に入手し，予想される風速，風向等の気象・海
象状況，海域及び底質に応じて，錨鎖の伸出等適切な措置を講じること等について，事業者団体を
通じて注意喚起を行った。

船舶の安全な運航の確保

◎交通安全施設等の整備
船舶交通の安全確保及び運航能率の向上を図るため，港湾及び航路の整備の進展や船舶の大型化

等海上交通環境の変化に対応した航路標識の整備を実施し，平成30年度末現在で5,213基の航路標識
を管理している。
さらに，地震や台風といった自然災害に伴う航路標識の倒壊や消灯等を未然に防止し，災害時で

も被災地の海上交通安全を確保するために，航路標識の耐震補強，耐波浪補強及びLED灯器の耐波
浪化等による防災対策を推進した。

海上交通環境の整備

小型船舶の安全対策の充実
◎プレジャーボート等の安全対策の推進
海上保安庁ではプレジャーボートの海難防止のためには，マリンレジャー愛好者の安全意識を高

揚させることが重要であることから，関係機関と連携して海難防止講習会や訪船指導等あらゆる機
会を通じて海難防止思想の普及を図るとともに，小型船安全協会等の民間団体や海上安全指導員，
地域のライフセーバー等のボランティアと連携して，地域に密着した安全活動を展開した。
国土交通省では，小型船舶の検査を実施している日本小型船舶検査機構と連携して，適切な間隔

で船舶検査を受検するよう，リーフレット等を活用し，関係者に周知を図った。
警察では，港内その他の船舶交通のふくそうする水域，遊泳客の多い海水浴場，水上レジャース

ポーツが盛んな水域等に重点を置いて，警察用船舶，警察用航空機等によるパトロールのほか，関
係機関・団体との連携により，水上レジャースポーツ関係者に対する安全指導等を通じて，水上交
通安全の確保を図った。

◎海難防止思想の普及
海難を防止するためには，国民一人一人の海難防止に関する意識を高めることが重要である。
特に平成30年７月16日から31日までの間，「小型船舶の海難防止」「見張りの徹底及び船舶間コ

ミュニケーションの促進」「ライフジャケットの常時着用等自己救命策の確保」を重点事項に掲げ
て官民一体となった「海の事故ゼロキャンペーン」を全国一斉に実施したほか，霧などの気象条件
や海難の発生傾向など地域や各種船舶の特性を考慮した地方レベルの運動を実施した。

海上交通の安全に関する知識の普及
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